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国立大学の授業料について

エ授業料の性格

１－１従来の見解

（１）従来、授業料の性格については、

６）「学校が教育を施すという事実に対する反対給付」

または、

何「学校という営造物の利用に対して徴収される使用料」

であり、その水準は設置者が決定するもの、として説明する見解が有力.であ

ったｏ

しかるに、これに対しては、このエうな考え方は、「対価主義あるいは受

益者負担に連なる」もので、授業料値上げに利用されているもということか

ら、大学関係者の側からは、しばしば批判的な意見が述べられて来た。

〔かって第６常置委員会か「授業料は形式的な使用料であり、（実質的に

は）有効利用のための確認料である」との見解を示したことがある（昭４６．

１１．１６．会報第５５号７２～７５ページ参照。）のも、このような懸念をも

とに、授業料の「反対給付」又は「使用料」的性格を、実質的に否定しエう

としたものであった。

しかし、学生の利用意思と授業料納付の事実とは本来関係のないことで、

学生の除鰭事由としても、（１）欠席長期にわたるとき、又は成業の見込がない

とき、０１)授業料の納付を怠り督促を受けなお納付しないとき、の両者があげ
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られるのを例とするところから見ても、この説明は技巧的に過ぎ、現実にも

適合したいものといわざるを得ないのである。〕

（２）しかし、「反対給付」、「営造物使用料」の観念は、必ずしも対価主

義、受益者負担の原則に連るものではなく、その内容がどういう基準によっ

てきめられるべきかは、別に考えられるべき問題である。

元来、対価主義、受益者負担の原則というのは、社会的公正の見地から

みて、当該公共事業に要する経費を、受益者の負担に帰せしめることを妥当

とする場合における料金決定の基準となるものであるが、国の事業のすべて

に通用する原則ではない。

授業料が、営造物使用料の一種であるという言い方は、とくにこのことを

よく示している。

営造物というのは、公共の用に供する公の施設の総称で、その利用の代償

をどういう基準によって定めるかは、営造物の種類性質の如何に生る。営造

物のうちには、無償利用が認められるものも少なくなく、使用料を徴する場

合にも、必ずしも常に、受益者負担の原則が適合するわけではないのである。

（３）従って、問題は、上記㈹、中)のように説明するだけでは、国立大学の

授業料の性格が十分に明らかではたく、そのため、対価主義、受益者負担説

がしのび込む余地が残されていることにある、といってよいだろう。

１－２では、どう考えるべきか

￣

（１）国立大学の授業料について、純然たる受益者負担主義をとるべきであ
；．:汁'小Ｅｉｆｌ了ｒＬｒ，～，．＿．．F…
るとする説はないであろう。国際的比較（後出）においても、国公立大学に

要する経蓑のうち、授業料の占める割合は、僅少に過ぎないのである。
丁.●～～

イリ:そし'て、このことは、教育のもつ社会的意護の然らしむるところであ
』ノー．￣＞

ろと蝿:て鮭い゜裁寶は､直接には、個人の能力資質の開発を目的とするが、
-..-1－●００
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それを通じて、人類社会が歴史的に蓄績した、知的精神的遺産を、後）の世代
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に発展的に継承させるという社会的意義をもつもので、大学教育を含む国民

教育の充実は、当該社会を維持発展させるための不可欠の条件である。

そして、このことは注允、次代の国民に対して果すべき国の責務にほかな

らないものであるから、そのために必要とされる膨大な経費を、受益者負担

的見地から、原則として被教育者の負担に帰すべきものと解するようたこと

は、本末転倒といわなくてはならない。

③他方において、現代社会の複雑高度化は、当然に、高学歴社会の様相

を呈する。従って、国民の教育需要は増大の一途を辿るが、そこにおいて、

進学の意思と能力を有する者に、ひとしく大学教育を受ける機会を保障する

（憲法２６条参照）ためには、そのための費用はできるだけ低廉でたくては

ならないのである。

（４）従って、国立大学の教育は無償であってもエい管のものであるが、現

に授業料の徴収は行われており、それにはそれなりの理由があるといってエ

い｡

というのは、大学教育を受けることは、いうまでもなく大きな個人的利益

をもたらすことであり、それは全国民中一部の者の享受する特殊利益である。

しかしこのことが直ちに、受益者負担の原則と結びつくものではないことは、

すでに詳しく述べたが、他方、被教育者に、教育費の一部を負担させる合理

的根拠となるものであることも否定し難いところである。（いわゆる極教育

投資論”はとらない。）

問題はその限界であるが、これには、様と左考慮要素があって、にわかに

論断することは困難というの臆かはなL～高等教育懇談会の「高等教育の拡

充整備計画について」（昭４９Lろ）及び「昭和４９年度における審議のまと

め」（昭５Ｕ５）においてはそれぞれ「高等教育費の負担に関する検討課題ｌ

「高等教育の経費負担について」の項目の下に、若干の検討課題を示してい

るが、学生の授業料に関しては、いまだ、「国公私立を通じ、妥当な受益者

負担のあり方について検討すること」（昭４９）、「学生の負担については、
-５－
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国公私立を通じて妥当な程度の負担を求めること」（昭５０）というに止ま

っているｏ

ただ、上述のところよりすれば、その額はできるだけ低廉であることが望

ましく、かつ、授業料の引上げは、学生生活に大きな影響を及ぼさざるを得

ないから、余程の根拠がない限り、行うべきではない、といえるだろう｡

Ⅱ－５まとめ
年

（１）国立大学における教育に要する費用は、国の教育責任に由来する費用

であるから、国にはこれを負担する理由がある。

（２）国立大学の授業料は、教育に要する経費の一部を学生の負担とするも

のであるが、それは、国立大学の学生が、現状においては特殊利益の享受老

たる地位にあることに基づいている。

（３）国立大学の授業料は、教育の機会均等を確保するために、できるだけ

低廉であることが望ましく、その引上げには、余程の根拠を必要とする。

－４－



ｎ補髄

Ⅱ－１国立大学の授業料は安すぎるか

国立大学の授業料がいかにあるべきかについての明白な基準がたい以上、

この問題に対する解答のために､､決め手となるものはない。しかし、国立大

学の授業料の性格に鑑みれば、いくら低廉であっても、安すぎるということ

はない筈であるが、なお若干の指標にエリ、現状の検討を試みよう。

（１）教育に要する経費との比較

国立学校運営費に占める授業料等収入額の割合

(注）ｔ授業料等収入額は、歳入予算額である。．

、２．国立学校運営費は、（項）国立学校の当初予算額である。

この表にエってみれば､､国立学校運営費に対する授業料等の割合は、著し
,§ず､､-,..11.％ぴ…･_

〈低いｶﾐ、この運営費の中には、直接には教育に関係のない多額の研究愛も

含まれていることに注意しなければならない。高等教育懇談会のまとめ（昭

４９）でも、このことは指摘されている。

なお、この点に関する国際的比較については、次のエうな資料がある。
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高等教育畳の負担区分（国際比較）－高等教育懇談会（昭５０）資料

、

ひ

(注）１

２

(出典）

｢授業料割は、授業料その他の学生納付金である。

｢寄附金等」は、寄附金、事業収入、借入金等である。

｢ＤﾕgestoどmducatﾕonaユStjatiBtics」（１１７５年）

｢StatiBticBofmducationaﾕ」（１９７１年）

ＯｍＯＤ「ＴｈｅＯｏＢｔａｎｄＦｉｎａｎｃｅｏ全Hignermducation」

これにエれば、日本の国公立大学における授業料等負担分は２．１筋で、国

際的には、最も低率であるが、国立学校運営費に占める授業料等収入額の割

合（前掲）は、４．２錫（昭４７）となっているから、この数字をとれば、大

差はない。

しかも、別の新しい資料（次表参照）にエれば、フランスや西ドイツでは、

現在授業料は徴収しないことになっていることにも注意する必要がある。

⑪
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以上の諸資料にエってみれば、教育に要する経費のうち、授業料の占める

比率がとくに低すぎるとは、いえたいのではなかろうか。

（２）学生の生活状態との対比

この点については、別稿に譲る。

（３）私学の授業料との対比

次の表に示されているエうに、国立の授業料は、私学のそれに比し遙かに

安く、その較差は年女増大している。

国立と私立の授業料、入学料及び検定料比較表

●
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‐他方i、次表をみれば明らかなように、わが国においては、私学に学ぶ学生

の数は、圧倒的に多いのである。

各国の高等教育機関在学者数の設置者別の実数と比率（１９７１年度）

高等教育懇談会（昭５０）資料

ゆ

２１０２，００ ２５．９

１Ｄｕｏ

５１，００

４７ａｏｏｏ １０ｑ、

(,出典）「DigeBto玉mducationaユStatiBticB」（１９７２年）

「StatiBtﾕＣＳＯ宝mducation」（１９７１年）

「StatiBtiqueBdeBenBeignemeutB」（１９７１－７２年）

「StatietiScheBJahrbuch」（１９７５年）

「lWarodnoeKhoziaiBtvoBSBIU（１９７１年）

高学歴社会においては、大学教育に対する社会的需要は、当然に巨大なも

のとなる。わが国において、私学の学生が圧倒的に多いのは、国の教育施設

がその需要に応じ切れたいために外たらないが、そうである以上、私学に学

ぶ学生やその家族が、彼等のみが高額の授業料負担を余儀なくさせられてい

ることに対し、社会的な不公正を感じるのは、むしろ当然といえエう。しか

しこれが、国立の授業料の引上げによって解決されるべき性質の問題ではな

いことも、いうまでもないことである。

Ｐ

△

Ⅱ－２授業料の値上げは必要か

この点についても、充分な資料がたいのに断定的な見解を述べることは差

-１０－

計 国.公立 私立

日本 1,761,000
人

４０ス0００
人

２
妬

1554,000
人

７６９
筋

アメリカ合衆国 8，１１６，０００ 6bＯ１４ＰＯＯ ７４．１ 2,102,000 ２５．９

イギリス ２４５，０００ 245,000 １Duo

フ フ ンシズ ８５６bＯＯＯ ８２５，０００ ９６４ ５１，０００ ａ６

西「イツ ４７ａＯＯＯ 4７８０００ １０ｑ０

ソ連 4,59ａＯＯＯ ４，５１ａＯＤＯ １０ｑｏ



控えなくてはたらたいが、次表にみるごとく、国の行政費中に占める教育費

の割合は、むしろ低下の傾向にある。

国の行政費と国の教育費一高等教育懇談会（昭５０）資料

つ

●

(注）ｔ「国の行政費」は、一般会計と国立学校特別会計の歳出純計額で
あるｏ

２．「国の高等教育費」は、国立学校特別会計歳出決算と、公私立大
学関係国庫補助金決算額の合計である。

国の高等教育費のうち、私立学校助成費ののび率は次のように著しい。

で

●

－１１－

国の行政費

(A）
国の教育費

(B)

国

教
の高

高
等
費

⑥
一
㈹

何
－
㈹

何
一
⑥

昭和４０年度

４１

４２

４５

４４

４５

４６

４７

5Ｚ５５８億円

４４，９５２

５Ｍ８５

５２８１７

７ｑ４８６

８２．４１０

１６，１５４

1１２８２８

4,995億円

５，６７５

６，４１２

Z２４１

ａＯ７２

２５１５

1１，０１５

１２，９６８

1,698億円

２，０１２

２，５１４

２．６１６

２`８２５

５０２８２

５，７１５

4，２５１

鋼
６
５
１
｛
５
６
５
８

ａ
２
２
２
ｔ
１
ｔ
０

１
１
１
１
１
１
１
１

儲５
５
５
４
０
０
９
５

４
４
４
４
４
４
ａ
ａ

54p筋

５５．５

５６bｌ

５‘１

55.0

５４５

５５．７

５２β



文部省関係私学助成予算の推移一エＤｍ４７集５８頁にエろ。

－

ｍ９

１

〔注〕１当初予算額（４１年度は予算案）にエろ。

２．「対前年増」欄のカッコ内は、文部省所管（純計）に占める割合いである。

に！‘巴｢●
￣

区分

昭和４５年度

予算額
対前
年増

昭ﾗＦＩＩ４４年度

予算額
対前
年増

昭和４５年度

予算額
対前
年増

昭和４６年度

予算額
対前
年増

昭和４７年度

予算額 蕊

昭和４８年度

予算額
対前
年増

昭和４１年度

予算額
対前
年増

一般会計

予算総額

億円

５ａｌ８５

妬

１Ｚ５

億円

６Ｚ５１５ １

筋 億円

7Ｍ，７ １

妬 億円

，４，１４５ １

筋 億円

1１４，７０４

妬

２１８

億円

１４２，８４１

粥

２４．５

億円

１７０，，，４

鰯

１側７

文部省

所管

(純計）

‘，８４ １２１ Z８８１ １５．０ ａｌ７５ １乱７ １０，４１， １ｄｏ １２０４１７ ２０．０ １５，０１５ ２ｕｌ 1ａ９６６ ２６５

国立学牧

特別会計
2．５，４

(551）

１
２７６４

(55｣0）
１

aＯ５４
(５４口）
１

５b４１１
(528）
１１７

a，７８
(51.8）
１６b６

4．６４５
(501）
１‘８

5，７０４
(501）
２

費
私
費

》
成
妨
麟
助

肋
く
大
補

９５

￣

５ａ５ １０５

q■■■■

(t5）
１７５

(152）

(2,）

６豆，
２４５

(198）

(24）
４

５５５

(501）

(２８）
４

４１５

(454）

(鍋）
３８．９

７１５

(640）

(胡）
４４．６



そして、先般の私立学校振興助成法の制定にエリ、更に飛鬮的増額が予想

され、かりにその額が昭和４９年度の倍額となるものとすれば、約１５ＣＯ億

円に達するが、これとて国の行政費における高等教育費の占める割合を、著

増せしめるものではないであろう。

他方、国立大学の授業料収入は、昭和４９年度において１０５億５５百万円

であるから、かりにこれを５倍にするとしても５１６億余円であり這国の教

育費に対する寄与率の変化は、微とたるものであろう。

昭和５０年度以降における国の財政事情の変化は、ここでは、考慮の外に

おかれているが、少なくとも、以上でみる限り、国の財政事情を理由とする

授業鵜の値上げには、余り根拠があるとは思えたい。のみならず、私立学校

助成費の増額は、国立・私立間の較差の増大に歯止めをかける役割を果すも

のであることにも留意する必要があろう。

ｂ
》
や

分

Ⅱ－５授業料減免及び育英制度との関係

（１）授業料の減免は例外的措置であり（現在は４．７５筋）、それにエって

授業料値上の影響を充分に除去することはできないだろう。

（２）育英制度との関係については、第６常置昭４６．１１．１６見解（会報５５

号７５～７４ページ）参照。とくに、「育英制度の充実は、低所得層の英才

に対しその大学進学に伴う収入機会の喪失という機会費用を補頓し、その大

学における修学を可能にすることを目途としてすすめられるべきものと考え

る。育英制度の現状はこの目標とはほど遠い。……育英資金の支給額と授業

料の徴収額との間には直接の関連はない。……授業料が無料であって、しか

も十分な育英資金の支給がなされてもすこしも不都合はないはずである。」

との指摘に注意。
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